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A. 調査要領

特別アンケート 企業行動に関する意識調査結果 ２０２０年６月（中堅企業）

Ⅰ．調査時期：2020年6月22日（月）を期日として実施。

Ⅱ．調査対象：2019・2020・2021年度 設備投資計画調査の対象企業
(原則資本金1億円以上10億円未満の中堅企業）

対 象
回答状況※

(回答率) 製造業 非製造業

中堅企業（資本金1億円以上10億円未満） 6,620社
2,778社

（41.9％）
1,064社 1,714社

※回答社数は１問でも有効回答があった企業。
各設問毎の回答社数は上記を下回るものが多い。

Ⅲ．調査項目

１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

２．雇用への影響と中長期的な人手不足問題への対応

（１）人手不足による事業への影響

（２）足元の人事方針

（３）導入・拡充を望まれる雇用政策

（４）中長期的な人手不足への対応策

（５）長期的に必要となる職能人材

（６）国・自治体への要望事項

３．工場・拠点等の立地について
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図表1-1 事業への悪影響が大きい主なリスク

１－１．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

Ｂ. 調査結果

（構成比、％）

（注）影響度順に３つまでの複数回答
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全産業【2,766社】

製造業【1,061社】

非製造業【1,705社】
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（構成比、％）

図表1-2-1 新型コロナウイルス感染拡大による足元までの貴社グループ事業への影響

（構成比、％）

図表1-2-2 売上高の新型コロナウイルス感染拡大前の水準等への回復時期の見込み

１－２．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

（注）例えば、2008年のリーマン・ショックや2011年の東日本大震災等
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図表1-3 新型コロナウイルス感染拡大による事業へのマイナスの影響（特に影響が大きいもの）

（有効回答社数比、％）
(注) ３つまでの複数回答

①製品やサービスの国内需要減

②製品やサービスの海外需要減

③資金繰りの悪化

④雇用維持に向けた負担増

⑤サプライチェーン寸断による
納期の遅れ、調達難

⑥金融環境の悪化による資金調達への影響

⑦国内外の移動制限による事業制約

⑧感染防止対策による労働力の制約

⑨感染防止対策によるコスト増

⑩その他

１－３．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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１．製品やサービスの国内需要減

２．製品やサービスの海外需要減

３．資金繰りの悪化

４．雇用維持に向けた負担増

５．サプライチェーン寸断による納期の遅れ、調達難

６．金融環境の悪化による資金調達への影響

７．国内外の移動制限による事業制約

８．感染防止対策による労働力の制約

９．感染防止対策によるコスト増

10．その他

全産業【2,681社】

製造業【1,033社】

非製造業【1,648社】
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（構成比、％）

図表1-4-1 新型コロナウイルス感染拡大を契機とした製品やサービスの中長期的な需要見通し

（構成比、％）

図表1-4-2 新型コロナウイルス感染拡大を契機とした事業の見直しの必要性

１－４．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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図表1-5 新型コロナウイルス感染拡大によって事業の見直しが必要となる場合に

想定される取り組み

（有効回答社数比、％）
(注) ２つまでの複数回答

サプライチェーン（供給網）は、製品、サービスが供給されるまでの調達、製造、
在庫管理、物流、販売等の一連の流れを指す

①新たな製品やサービスの提供

②事業の整理、縮小

③リスク分散のための事業の多角化

④サプライチェーン（供給網）の再構築

⑤サービスのＡＩ・デジタル化
（非接触型等）

⑥その他

１－５．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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３．リスク分散のための事業の多角化

４．サプライチェーン（供給網）※の再構築

５．サービスのＡＩ・デジタル化（非接触型等）

６．その他

全産業【2,144社】

製造業【836社】

非製造業【1,308社】
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図表1-6 事業の見直しに向けた取り組みにおいて必要となる具体的な対応

（有効回答社数比、％）
(注) ３つまでの複数回答

①借入や社債発行等、負債性資金の調達

②株式発行等、資本性資金の調達

③成長分野に必要な人材の確保

④外部との事業提携の拡大

⑤事業買収、企業買収の拡大

⑥事業・資産売却、リストラ

⑦ベンチャー企業への投資拡大

⑧その他

１－６．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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３．成長分野に必要な人材の確保

４．外部との事業提携の拡大

５．事業買収、企業買収の拡大

６．事業・資産売却、リストラ

７．ベンチャー企業への投資拡大

８．その他

全産業【2,056社】

製造業【805社】

非製造業【1,251社】
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図表1-7 新型コロナウイルス感染拡大に対する既存のＢＣＰ（事業継続計画）の有用性

１－７．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

（構成比、％）
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図表1-8 新型コロナウイルス感染拡大に対するＢＣＰ上の事業の制約

（有効回答社数比、％）
(注) ３つまでの複数回答

①リモートワーク等の柔軟な働き方の未整備

②本社機能の分散が不十分

③サプライチェーン（供給網）の問題

④防災備蓄品（マスク等）の不足

⑤手元流動性（現預金、借入枠等）の不足

⑥在庫の不足

⑦その他

⑧制約になったものはない

１－８．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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４．防災備蓄品（マスク等）の不足

５．手元流動性（現預金、借入枠等）の不足

６．在庫の不足

７．その他

８．制約になったものはない

全産業【2,482社】

製造業【974社】

非製造業【1,508社】
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図表1-9 リモートワーク等の柔軟な働き方の導入、整備における障害

（有効回答社数比、％）
(注) ２つまでの複数回答

①情報機器の不足や通信インフラの容量不足

②生産性低下への懸念

③取引先との関係

④業態、業務プロセス上の制約

⑤情報セキュリティ上の制約

⑥社内風土、上司や同僚の理解の欠如

⑦その他

１－９．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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４．業態、業務プロセス上の制約

５．情報セキュリティ上の制約

６．社内風土、上司や同僚の理解の欠如

７．その他

全産業【2,646社】

製造業【1,035社】

非製造業【1,611社】
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図表1-10 サプライチェーン（供給網）の見直し（見直し検討を含む）の内容

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①海外拠点の国内移転（国内回帰）

②海外拠点の一層の分散、多様化

③海外の仕入調達先の国内への切り替え

④海外の仕入調達先の一層の分散、多様化

⑤研究開発やマーケティング等の
機能の分散、多様化

⑥製品や部品の標準化・規格化

⑦他企業等との共助体制の強化

⑧その他

１－10．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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１．海外拠点の国内移転（国内回帰）

２．海外拠点の一層の分散、多様化

３．海外の仕入調達先の国内への切り替え

４．海外の仕入調達先の一層の分散、多様化

５．研究開発やマーケティング等の機能の分散、多様化

６．製品や部品の標準化・規格化

７．他企業等との共助体制の強化

８．その他

全産業【960社】

製造業【499社】

非製造業【461社】
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図表1-11 ＢＣＰの整備等、レジリエンス（回復力）向上に取り組む目的

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①事業リスクの低減

②投資家からの評価

③供給責任の遂行

④社会貢献

⑤広告戦略

⑥その他

１－11．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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５．広告戦略

６．その他

全産業【2,404社】

製造業【960社】

非製造業【1,444社】
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図表1-12 2019年度国内設備投資の実績が当初計画を下回った理由

（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①米中通商摩擦による状況悪化

②新型コロナウイルス感染拡大
による状況悪化

③投資内容の精査、無駄の見直し

④もともと確度の低かった投資の剥落

⑤工期の遅れ

⑥工事費高騰に伴う見直し

⑦実績は当初計画を下回らず

⑧その他

１－12．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響
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１．米中通商摩擦による状況悪化

２．新型コロナウイルス感染拡大による状況悪化

３．投資内容の精査、無駄の見直し

４．もともと確度の低かった投資の剥落

５．工期の遅れ

６．工事費高騰に伴う見直し

８．実績は当初計画を下回らず

７．その他

全産業【2,165社】

製造業【880社】

非製造業【1,285社】
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図表1-13-1 米中貿易摩擦を背景に見送った国内設備投資案件について

今後事態が収束した場合の実施計画の有無

１－13．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

（構成比、％）

図表1-13-2 新型コロナウイルス感染拡大を背景に見送った国内設備投資案件について

今後事態が収束した場合の実施計画の有無

（構成比、％）
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図表1-14-1 訪日外国人と事業との関係

１－14．新型コロナウイルス感染拡大等による事業への影響

（構成比、％）

図表1-14-2 新型コロナウイルスの事態収束後の訪日外国人数の

見通しを踏まえた関連の設備投資の動向

（構成比、％）
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２．雇用への影響と中長期的な人手不足への対応

（１） 人手不足による事業への影響

図表2-(1) 人手不足による事業展開への影響

（構成比、％）

全産業

足元

３年後

製造業

足元

３年後

非製造業

足元

３年後
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【2,727社】

【2,722社】

【1,053社】
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２．雇用への影響と中長期的な人手不足への対応

（２） 足元の人事方針

図表2-(2)-2 足元の人事方針の理由

（構成比、％）

（構成比、％）

図表2-(2)-1 新型コロナウイルス感染拡大を受けた足元の人事方針
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新規採用抑制方向に変更 既存従業員（派遣・パート等含む）減少

新規採用増加に変更 特に変更なし
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新型コロナの影響で既存従業員の勤務困難 自社の業績にかかわらず採用の好機なため

その他 特になし
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図表2-(3) 現在の状況下で導入・拡充を望まれる雇用政策

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①雇用維持のための助成金

②休業補償

③テレワーク関連の支援策

④雇用者の感染防止策

⑤その他

⑥特になし

２．雇用への影響と中長期的な人手不足への対応

（３） 導入・拡充を望まれる雇用政策
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２．休業補償

３．テレワーク関連の支援策

４．雇用者の感染防止策

５．その他

６．特になし

全産業【2,729社】

製造業【1,044社】

非製造業【1,685社】
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全産業【1,763社】

製造業【692社】

非製造業【1,071社】

専門人材が世の中で不足 自社の知名度不足 自社で可能な待遇の限界

技術導入コスト 人材育成コスト その他

特になし
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２．雇用への影響と中長期的な人手不足への対応

（４） 中長期的な人手不足への対応策

図表2-(4)-2 人手不足に対する対応策を行う上での課題

（構成比、％）

（構成比、％）

図表2-(4)-1 中長期的な人手不足への対応として最も重要と考える対応策
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採用方法の工夫 離職防止（待遇改善など）

多様な人材（女性、シニア、外国人など）の活用 人材育成・能力開発

省力化・高付加価値化 業務縮小・事業売却

特になし
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図表2-(5) 特に不足と感じ、長期的に必要となると考える職能人材

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①経営人材

②営業職

③一般事務職

④AI・IT人材

⑤製造・建設等現場の職人

⑥会計・経理・法律等の専門職

⑦その他

⑧特になし

２．雇用への影響と中長期的な人手不足への対応

（５） 長期的に必要となる職能人材
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全産業【2,726社】

製造業【1,043社】

非製造業【1,683社】
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図表2-(6) 中長期的な人手不足に関連して、国・自治体に要望される事項

（有効回答社数比、％）
(注) ２つまでの複数回答

①資格・免許等に係る規制緩和

②外国人労働者に関する制度要件等
（ビザ要件、特定技能、技能実習制度等）

③扶養控除の限度額引き上げ

④雇用関連補助金等増額

⑤人材育成に関する支援

⑥その他

⑦特になし

２．雇用への影響と中長期的な人手不足への対応

（６） 国・自治体への要望事項
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外国人労働者に関する制度要件等（ビザ要件、特定技能、技能実習制度等）

扶養控除の限度額引き上げ

雇用関連補助金等増額

人材育成に関する支援

その他

特になし

全産業【2,705社】

製造業【1,031社】

非製造業【1,674社】
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図表3-1 自治体が造成する産業団地・工業団地への入居を検討する際に重視すること

（有効回答社数比、％）
(注) ２つまでの複数回答

①税の優遇・補助金

②空港・港湾・高速のアクセス

③都市からの近さ

④人材の確保しやすさ

⑤団地のインフラの質

⑥その他

⑦自治体の造成する団地に関心ない

３－１．工場・拠点等の立地について
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自治体の造成する団地に関心ない

全産業【2,427社】

製造業【1,019社】

非製造業【1,408社】
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図表3-2 国内において主要事業エリア以外の拠点として希望している機能

（構成比、％）

３－２．工場・拠点等の立地について
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図表3-3 海外拠点を国内回帰させ地方に移すことを考えた際の課題・問題点

（有効回答社数比、％）
(注) ２つまでの複数回答

①人件費の高さ

②その他のコストの高さ

③労働者の不足

④海外にサプライチェーンが存在

⑤需要が海外現地にある

⑥その他

⑦海外拠点なし・国内回帰しない

３－３．工場・拠点等の立地について
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人件費の高さ

その他のコストの高さ

労働者の不足

海外にサプライチェーンが存在

需要が海外現地にある

その他

海外拠点なし・国内回帰しない

全産業【2,423社】

製造業【1,005社】

非製造業【1,418社】
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